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中東情勢の緊張の高まりに端を発した国内経済への影響に関しては、関係閣僚会議など

を通じた総理のリーダーシップのもと、資材供給の円滑化や価格高騰対策をはじめ、様々

な対策を迅速に講じていただいており、こうしたご尽力に対し、心から敬意を表します。 

一方、影響が顕在化し始め、約５か月経過した今なお、県内事業者からは、「必要な資

材が納品されず、業務に支障が出ている」「価格高騰が続いている」といった切実な声が

聞かれるなど、抜本的な状況改善が見通せず、依然、県内事業者の懸念は払拭されていな

い状況です。 

こうした問題意識のもと、岐阜県では去る５月に、国に対し、いち早く「中東情勢に関

する緊急要望」を行いました。その中で、本県独自の項目である「流通の目詰まり解消に

向けた資材備蓄の取組」につきましては、より具体的かつ実効性のある制度提案とするた

め、商工、土木、建築、農林業、医療、福祉等の幅広い分野の業界団体へのヒアリングを

重ね、先進事例の調査を実施しました。 

業界団体からは、自らが物資・資材を確保するといった取組への支援に加え、国が主体

となって資材やナフサ等原油の備蓄等を実施することを求める声も多く聞かれ、流通の目

詰まり解消及びその防止には、国と地域が一体となって様々な取組を進めていくことが重

要であると改めて認識したところです。 

一定程度の物資・資材を平時から確保・備蓄しておく取組を進めることは、在庫を持た

ない効率性重視のビジネスモデルを見直すまたとない機会であり、近い将来発生が懸念さ

れる南海トラフ地震などへの備えとしても有効であると考えます。 

加えて、先般策定された「経済財政運営と改革の基本方針2026」の重要項目の一つであ

る「経済安全保障の強化」とも方向性を一にするものです。 

このため、今月にもとりまとめが予定されている「エネルギー需給構造強靭化のための

総合パッケージ」への反映も念頭に、中東情勢を踏まえた物資・資材確保体制の強化及び

安定供給に向けた下記の施策について、御検討をお願いいたします。 

 
記 

 

１ 地域の業界団体による物資・資材確保体制構築に係る支援 

  「流通の目詰まり」が生じやすい産業構造の改善を図るため、組合など

地域の中立的な業界団体が中心となって行う、平時からの物資・資材確保

に向けた以下の取組に対し、財政面等から支援すること。 

（１）地域の業界団体が平時から物資・資材を確保・備蓄し、緊急時には

地域の事業者に合理的な価格で供給する取組。   【業界団体備蓄型】 

（２）メーカーや卸売事業者が保管・管理を行う前提で、地域の業界団体

が平時から確保している物資・資材について、緊急時には地域の事業

者に合理的な価格で供給する、いわゆる流通備蓄の取組。【流通備蓄型】 

（３）地域の業界団体が中心となり、各事業者の在庫状況を平時から把握

し、緊急時に事業者間で物資・資材を融通し合う体制を整備する取組。 

【事業者相互融通型】 



  加えて、国際的な情勢不安や災害時における資材不足は、あらゆる分野・

業種で発生しうる共通の課題である。このため、物資・資材確保に係る支

援制度の創設にあたっては、特定の分野・業種に限定することなく、幅広

い分野で活用が可能となる、柔軟な支援策とすること。 

 

２ 国による流通の目詰まり解消及び目詰まりを防止する施策の実施 

今回の中東情勢の影響を受けた石油由来製品等の流通の目詰まり解消

や、今後発生しうる同様の事態を防止するため、国において以下の取組の

実施を検討すること。 

（１）医療用資材において既に実施されている、平時から国が物資・資材

を確保し、緊急時においてニーズに応じて放出を行う取組の拡充。 

                         【物資・資材等国家備蓄型】 

（２）現行の石油備蓄法や経済安全保障推進法において備蓄の対象外とさ

れる、ナフサやその中間財などの原料等についても、法改正により対

象とするなど、官民が連携して備蓄し、緊急時に備える取組。            

                       【原油等国家備蓄型】  

（３）シンナー・塗料等において今回実施された、緊急時に国から直接販

売を行う取組の拡充。 

 【国（メーカー）直販型】 

（４）コロナ禍において、高力ボルトの在庫が枯渇した際に国が実施した、

重複発注や水増し発注を抑制するための手法（標準的な発注様式を作

成し、業界全体の受発注方法を共通ルール化）を用いた緊急時の適正

発注の取組。                  【適正発注促進型】 

 

３ 企業主体の物資・資材確保体制構築に係る支援 

今後発生しうる物資・資材の流通の目詰まりを防止するため、サプライ

チェーンの中で、平時から委託事業者が中小受託事業者の物資・資材を備

蓄する取組に対し、財政面等から支援すること。 

【サプライチェーン備蓄型】 
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１ 地域の業界団体による物資・資材

確保体制構築に係るスキーム案
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（１）業界団体備蓄型

（２）流通備蓄型

（３）事業者相互融通型



地域の業界団体による物資・資材確保体制構築に係るスキーム案

製造業者

卸小売・商社元売 事業者

流通業者 消費業者

平常時

元売

メーカー

非常時

国（行政）

緊急時に備え物資・資材を
購入・備蓄、在庫を管理

元売 事業者メーカー 卸小売・商社

備蓄・在庫管理に係る経費等支援

地域の
業界団体

不足の報告

売り渡し
（合理的な価格）
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地域の
業界団体

（１） 業界団体備蓄型

・地域の業界団体が平時から物資・資材を確保・備蓄し、緊急時に地域の事業者に合理的な価格で供給する取組

【国に求める支援】
・倉庫借上、改修、危険物保管に係る設備・保険加入、在庫管理システムの導入・運用、在庫管理のための人員配置、
在庫の入れ替え及び緊急時の物資・資材の運搬などに係る経費。

【業界団体からの声】
・普段から必要となる物資・資材を備蓄することで、買い占めや売り惜しみに伴う供給不足の対策となるのであれば、大変有効である。



平常時

非常時
①備蓄品を購入

備蓄品

メーカー、卸小売・商社等

備蓄品

通常在庫

※消費寄託契約
寄託を受けた側（受寄者）は、預かった物

を消費しても構わず、後日、同種・同量・同等
の物で返せば良いという約束を伴う契約

事業者

②消費寄託契約※

④通常販売

②返還要請

地域の業界団体

③事業者へ運送

③保管

国（行政）

消費寄託契約に
係る経費等の支援

④支払い
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①不足の報告

地域の業界団体による物資・資材確保体制構築に係るスキーム案

（２） 流通備蓄型
・地域の業界団体が必要な物資・資材を購入し、メーカー・卸売事業者等の民間事業者に寄託（預ける）。
平時は通常の販売在庫と一体的に管理し、必要に応じて補充をしながら運用。緊急時には業界団体が返還要請を行
い、事業者へ売り渡す。

※衛生資材や災害用資材の備蓄スキームとして、自治体や業界団体において活用事例あり。

【国に求める支援】
・流通備蓄開始時の備蓄品の購入経費及び保管料、送料、保険料などの消費寄託契約に係る経費。

【業界団体からの声】
・保管場所や物資・資材の入れ替えといった懸念がなく、取り組みやすい。一方で、卸売事業者やメーカーの協力が得られるかが課題。



製造業者

メーカー 卸小売・商社元売
事業者

（在庫不足）

消費業者

非常時

元売

事業者
（在庫在り）

在庫管理システム
導入等に係る支援

不足の報告

売り渡し

流通業者

国（行政）

物資・資材の
融通依頼
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在庫状況を
システム上で把握

地域の業界団体
平常時

地域の業界団体による物資・資材確保体制構築に係るスキーム案

（３） 事業者相互融通型

・地域の業界団体を中心に、各事業者の在庫を平時から把握。緊急時に事業者間で物資・資材を融通し合う体制を整備。

【国に求める支援】
・在庫管理システムの導入・運用に係る経費等。

【業界団体からの声】
・限られた地域内での取組であるが、在庫管理システムを導入し事業者間で融通しあう取組を実施しており、うまく機能している。



２ 国による流通の目詰まり解消及び

目詰まりを防止する施策に係るスキーム案
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（１）物資・資材等国家備蓄型

（２）原油等国家備蓄型

（３）国（メーカー）直販型

（４）適正発注促進型



製造業者

メーカー 卸小売・商社元売 事業者

消費業者元売

国（物資・資材の備蓄）

余剰分
買い取り

不足の報告

流通業者
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非常時

元売 事業者メーカー 卸小売・商社

平常時

備蓄

国（備蓄品の放出）

備蓄

国による流通の目詰まり解消及び目詰まりを防止する施策に係るスキーム案

（１） 物資・資材等国家備蓄型

・平時から国が物資・資材を確保し、緊急時においてニーズに応じて物資・資材の放出を行う取組の拡充。

【業界団体からの声】
・国が平時から備蓄している感染症用のマスクなどを売り渡す対応については評価している。

【メリット・デメリット】
・物資・資材が不足している事業者に確実に供給できる一方、多種多様な物資・資材を備蓄するには限りがある。

不足分販売
（合理的な価格）



製造業者

卸小売・商社元売 事業者

流通業者 消費業者

平常時

元売

メーカー

国（原材料の備蓄）

国（備蓄の放出）

備蓄品の
放出
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非常時

卸小売・商社元売 事業者メーカー

原材料の備蓄

国による流通の目詰まり解消及び目詰まりを防止する施策に係るスキーム案

（２） 原油等国家備蓄型
・現行の石油備蓄法や経済安全保障推進法において備蓄の対象外とされる、ナフサやエチレン、トルエンといった中間財
などの原料等についても、法改正により対象とするなど、官民が連携して備蓄し緊急時に備える取組

【業界団体からの声】
・製品化された多種・多様な物資・資材を備蓄するよりも、原料など加工前の段階で備蓄する方が効率的ではないか。

【メリット・デメリット】
・製品化された物資・資材を備蓄する場合と比較して効率的。一方、ナフサ等の備蓄については、専用施設や高度な管理技術が必要。



製造業者

卸小売・商社元売 事業者

流通業者 消費業者元売

①相談
②注文方法
伝達

③注文

販売要請
調整

通販会社

国
（相談受付・販売調整）

メーカー
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非常時

国による流通の目詰まり解消及び目詰まりを防止する施策に係るスキーム案

（３） 国（メーカー）直販型
・シンナー・塗料等において今回実施された、緊急時に国から直接販売を行う取組の拡充。

【業界団体からの声】
・緊急時には、こうした極限まで流通段階を省いた手法に即効性があるのではないか。

【メリット・デメリット】
・すべての事業者を対象とできる。一方で、ニーズ把握や制度周知が難しいほか、適正な価格設定（高いと買ってもらえない。安いと注文
が殺到してしまい、目詰まり解消に寄与しない） 、卸小売・商社等の商業活動の圧迫に係る懸念が課題となる。

④直販



製造業者

卸小売・商社元売 事業者

流通業者 消費業者元売

メーカー

国（適正発注の要請）

国が市場調査を実施。統一発注様式使用の要請等により、
必要以上の発注を抑制し、真に必要とする事業者への供給を確保
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非常時

国による流通の目詰まり解消及び目詰まりを防止する施策に係るスキーム案

（４） 適正発注促進型
・コロナ禍において高力ボルトの在庫が枯渇した際に国が実施した、重複発注や水増し発注を抑制するための手法※

を用いた緊急時の適正発注の取組。
※標準的な発注様式を作成し、物件（工事）に紐づいた発注を原則とするなど、業界全体の受発注方法をルール化

【業界団体からの声】
・コロナ禍における高力ボルトの取組のように、過剰な発注や大手企業への供給の偏在を防ぐための管理・指導が効果的ではないか。

【メリット・デメリット】
・一定の効果が見込まれるが、あくまで要請であり強制力がない。また、小規模事業者の事務負担の増加につながる可能性がある。
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参考：コロナ禍における高力ボルトの適正発注促進（（４）適正発注促進型関係）①
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参考：コロナ禍における高力ボルトの適正発注促進（（４）適正発注促進型関係）②
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参考：コロナ禍における高力ボルトの適正発注促進（（４）適正発注促進型関係）③



３ 企業主体の物資・資材確保体制構築

に係るスキーム案
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〇 サプライチェーン備蓄型



企業主体の物資・資材確保体制構築に係るスキーム案

製造業者

卸小売・商社元売
中小受託
事業者

流通業者 消費業者

平常時

元売

メーカー

国（行政） 委託事業者

緊急時に備え物資・資材を
購入・備蓄、在庫を管理

元売
中小受託
事業者メーカー 卸小売・商社

備蓄・在庫管理に係る経費等支援

委託事業者

不足の報告

売り渡し
（合理的な価格）
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非常時

〇 サプライチェーン備蓄型
・サプライチェーンの中で、平時から委託事業者が中小受託事業者向けの物資・資材を確保・備蓄し、緊急時に払い出し
を行う。

【業界団体からの声】

・それぞれのサプライチェーンにおいて、調達困難物資・資材の確保を通じた中小受託事業者への支援が既に行われているのではないか。
【メリット・デメリット】
・委託事業者とつながりの薄い中小受託事業者は、支援が行き届かない可能性がある。


